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HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立 
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研究要旨： 

 HIV 感染妊娠の早期診断治療と母子感染の回避を目的として、HIV 感染妊婦とその出生児に関

する全国調査を行い、2016 年末までに転帰が判明した 983 例の HIV 感染妊娠の詳細な臨床情報を

含むデータベースを更新した。HIV 感染妊娠の報告は毎年 40 例程度を継続し、減少傾向は未だみ

られていない。しかし新規の HIV 感染妊娠は減少傾向で、HIV 感染判明後妊娠が最近 5 年間では

64.2%を占めるようになった。HIV 母子感染の要因は、未受診妊婦における HIV 感染の診断の遅

れや、妊娠初期の HIV スクリーニング検査陰性例におけるその後の HIV 感染などが考えられた。

妊娠初期における HIV スクリーニング検査と HIV 感染に対する早期治療の開始、帝王切開術によ

る分娩および人工哺乳は、HIV 母子感染予防対策の骨子であるが、これらをすり抜けた症例におけ

る母子感染予防が今後の課題となる。またエイズ診療拠点病院や周産期医療センターを対象とした

全国調査においては、人材の確保など HIV 感染妊娠への周産期医療体制の整備に関する課題が確

認された。欧米のガイドラインを参考として、わが国の周産期診療体制の現状、医療経済事情およ

び国民性を考慮した、わが国独自の「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン」を発刊した。また

抗 HIV 治療の有害事象の検討を目的として、「HIV 感染女性とその出生児のウェブ登録によるフォ

ローアップシステム」を構築し、登録を開始した。現在 1 施設 23 例の登録を得たが、今後全国多

施設への展開を検討中である。以上のことから、HIV 感染妊娠の継続的な全国調査、母子感染予防

対策の実施、診療ガイドラインの改訂、HIV 感染女性とその出生児の長期的フォローアップ、HIV

感染妊娠に対する診療体制の整備および国民に対する HIV 感染に関する有効な教育啓発法の開発

が重要であると考えられた。 

 

A.研究目的 

 HIV 感染妊婦と出生児に関する全国調査を

行い、HIV 感染妊娠の早期診断治療と母子感染

の回避に寄与する。出生児の予後を調査し、妊

婦に対する抗 HIV 治療の影響を検討する。さ

らに HIV 感染妊娠の診療体制を整備し、わが

国独自の HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラ

インを策定するとともに、HIV 感染妊娠に関す

る国民への教育啓発を行う。 

 

B.研究方法 

１）HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV スクリーニング検査偽

陽性への対策（喜多分担班）：①研究分担者間

で適時会議を行い、研究の進捗状況を相互評価

した。②ホームページ運営により HIV 感染妊
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娠に関わる国民の認識と知識の向上を図った。

③HIV スクリーニング検査の認識度と偽陽性

に関する理解度に関して、妊婦を対象にアンケ

ート調査を行い、偽陽性にかかわる妊婦の混乱

を回避する適切な対策を検討した。 

２）HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査率に関する全

国調査（吉野分担班）：①HIV 感染妊婦とその

出生児の診療状況の全国１次調査を産科病院

と小児科施設を対象に実施した。②HIV 母子感

染全国調査報告書を作成し、全国の産科小児科

診療施設や地方自治体などに配布することに

より、診療体制や医療行政体制の改善を図った。 

３）HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析（杉浦分担班）：①産婦人科病院 1 次調査で

報告のあった HIV 感染妊婦の診療施設に対し、

2 次調査で個々の報告症例の臨床情報の集積を

行った。②集積された HIV 感染妊婦および出

生児の臨床情報を照合し、産婦人科小児科統合

データベースの更新と解析を行った。 

４）HIV 感染妊婦から出生した児の臨床情報の

集積と解析およびフォローアップシステムの

構築（田中分担班）：①小児科病院 1 次調査で

報告のあった出生児の診療施設に対し、2 次調

査で臨床情報の集積・解析を行った。②児の成

長発達に関する長期的観察を行い、母親の HIV

感染や抗 HIV 治療がおよぼす児への影響を検

討するため、HIV 感染妊婦とその出生児のウェ

ブ登録によるフォローアップシステムを構築

した。 

５）HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの

策定（谷口分担班）：①医療経済事情や医療機

関の対応能力を考慮したわが国独自の「HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン」を刊行した。

本ガイドライン案は、本研究班および日本産婦

人科感染症学会のホームページ上で公開し、パ

ブリックコメントの集積ののち修正し、平成 29

年 3 月に発刊した。 

６）HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備（蓮尾分担班）：①エイズ診療拠点

病院や周産期医療センターを対象とする 27 年

度・28 年度のアンケート調査の結果から、HIV

感染妊婦の経腟分娩が可能と回答した施設に

対し、3 次アンケート調査を行った。これによ

り HIV 感染妊娠に対する診療体制における各

施設の特性と問題点を抽出し、適切で実行可能

な診療体制の提案を行った。②わが国における

HIV 感染妊婦の経腟分娩の可能性について検

討した。 

７）HIV 感染妊娠に関する国民への啓発と教育

（塚原分担班）：①市民公開講座の企画や他の

団体や機関によるセミナーとの連携を行い、研

究成果を広く周知することにより、国民の HIV

感染妊娠に関する認識と知識の向上を図った。

②行政を含めた関連機関との連携を図った。 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、文部科学省・厚生労働省

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」を遵守しプライバシーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

１）研究計画評価会議を 2 回、研究班全体会議

を 2回行い、各研究分担班会議も複数回行われ、

研究の確実な遂行に寄与できた。研究班のホー

ムページは随時更新し、研究報告書や診療ガイ

ドライン案の掲載によりパブリックコメント

を募集し、刊行版の掲載に至った。妊婦を対象

とした HIV スクリーニング検査に関するアン

ケート調査では、81.5％の妊婦が HIV 母子感染

の可能性を知っているにもかかわらず、スクリー

ニング検査の意義や偽陽性について知識がある

ものは 5.3％にとどまり、スクリーニング検査で

偽陽性と告げられた際には、51.8％が非常に動揺

すると回答したことから、HIV スクリーニング検

査に関する妊婦の知識レベルは未だ低いと考え

られた。 

２）産婦人科病院および小児科病院への全国 1

次調査を実施した。産婦人科病院から HIV 感

染妊婦の新規 38 例が報告され、小児科病院か

らは HIV 感染妊婦からの新規出生児 34 例の報
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告を得た。これらの結果は「HIV 感染妊娠に関

する臨床情報の集積と解析」班（杉浦分担班）

および「HIV 感染妊婦から出生した児の臨床情

報の集積と解析およびフォローアップシステ

ムの構築」班（田中分担班）に報告され、各分

担班による 2 次調査の対象とした。 

妊婦の HIV スクリーニング検査率は、病院

では 99.98%にまで上昇した。 

妊婦健診未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩

妊婦）は、産婦人科病院調査による 44 万分娩

中 1060 例（0.24%）であった。 

３）産婦人科データと小児科データの照合の結

果、平成 28 年（2016 年）末までに妊娠転帰と

なった HIV 感染妊娠数は、平成 27 年（2015

年）末までの 954 例から 29 例増加し 983 例と

なった。それらの詳細な臨床情報をデータベー

ス化した。 

適切な母子感染予防対策を講じた場合、2000

年以降の母子感染率は 0.3%であった。最近 5

年間では HIV 感染判明後の妊娠が 64.2％を占

めていた。母子感染は 55 例に増加し、2012 年

と 2013 年転帰の 2 例では、妊娠初期でのスク

リーニング検査が陰性であったため、妊娠中期

以降あるいは授乳期の母体の HIV 感染を診断

できなかったことが母子感染の原因であると

考えられた。 

４）小児科病院 2 次調査により新規 36 例の臨

床情報を得て、産婦人科小児科統合ファイルの

更新に供した。 

 HIV 感染妊婦とその出生児のフォローアッ

プシステムは、その研究計画の修正に対し、国

立国際医療研究センターの倫理委員会で平成

29 年 8 月 2 日承認を得た(研究名：ヒト免疫不

全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後

に関するコホート研究 The Japan Woman and 

Child HIV Cohort Study(JWCICS)、承認番

号：NCGM-G-002104-01)。平成 29 年 8 月 23

日から症例登録を開始し、23 例が登録された。 

５）欧米先進国（米国、カナダ、英国、欧州など）

の HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインやそ

の根拠となった論文を解析し、母子感染予防対策

の世界的現状を把握した。さらに「HIV 感染妊娠

に関する診療ガイドライン」を策定・刊行した。

掲載項目は、①HIV 感染妊娠の現状、②妊娠検査

スクリーニング、③妊娠中の抗 HIV 療法、④特殊

な状況、⑤周産期管理、⑥児への対応、⑦未受診

妊婦の対応、⑧産褥の対応、⑨HIV 感染女性の妊

娠についての 9 項目で、要約と解説を記載した。 

 事前にこのガイドライン案を、平成 29 年度に

本研究班と日本産婦人科感染症学会のホームペ

ージで公開し、パブリックコメントを集積し、修

正を加えたうえで刊行した。 

６）全国の HIV 診療拠点病院および周産期医

療センターに対する HIV 感染妊婦の分娩様式

に関するアンケート調査の結果から、現状で経

腟分娩が可能と回答したのは 6施設のみであり、

ガイドラインやマニュアルでの経腟分娩の適

切性の明文化やスタッフの理解とトレーニン

グなどの条件付きで可能としたのも 34 施設の

みであった。HIV 感染妊娠の経腟分娩を可能と

する基準は、①エイズ診療拠点病院であること、

②産科・小児科・HIV 感染担当科・手術部・検

査科・看護部・薬剤部等の協力体制が整備され

ていること、③妊娠 36 週時に母体の HIV ウイ

ルス量が感度以下であること、④内科や産科へ

の受診が適切で協力的な患者であること、⑤

HIV 感染妊婦とパートナーの両者が経腟分娩

を強く希望していること、⑥基本的に誘発分娩

とすること、⑦患者が緊急帝王切開のリスクを

理解し、緊急時は施設の方針に従うこと、⑧患

者とパートナーの両者からインフォームド・コ

ンセントが得られていること、とされた。 

７）佐賀市、横浜市および京都市で開催された

AIDS 文化フォーラムにおいて一般市民参加型

公開講座を開催した。さらに長野県立看護大学

学園祭において大学生を対象としたセミナー

を行った。 

 

D.考察 

１）妊婦の HIV 感染に関する認識や知識のレ
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ベルは非常に低いことが判明した。妊娠初期に

おけるアンケート調査に伴って配布した依頼

文による説明と啓発は、スクリーニング検査が

陽性の結果に対する妊婦の混乱を回避するこ

とに大いに役立つ可能性がある。 

２）99%以上と高い HIV スクリーニング検査率

にもかかわらず、妊娠中期以降や授乳期におけ

る母体の HIV 感染が原因と推測される母子感

染が散発的に発生している。この対策として、

妊娠中や授乳期における自主的な複数回のス

クリーニング検査が必要であると考えられる

が、適応基準や医療経済的な課題は大きい。 

３）この 20 年間では、年間 30～50 例程度の

HIV 感染妊娠が報告され、大きな増減傾向はみ

られていない。妊娠を契機に新規に HIV 感染

が診断される例は減少傾向にあり、将来的には

HIV 感染妊娠が減少することが期待される。し

かし感染判明後の再妊娠の占める割合が増加

傾向であることから、分娩後の治療や妊娠指導

などの継続的なフォローアップは不十分であ

ると考えられた。 

４）HIV 感染女性とその出生児を対象としたフ

ォローアップシステムの運用に関しては、産科

医・内科医・小児科医の協力による全国展開、

情報管理、経済的な継続性など多くの課題が残

る。 

５）わが国独自の「HIV 感染妊娠に関する診療

ガイドライン」を発刊したが、経腟分娩か帝王

切開分娩かの推奨においては、母子感染予防を

担保し、医療体制や医療経済事情を考慮した上

での記載とした。今後、医療体制の整備や国民

の理解度に応じて、改訂を加える必要がある。 

６）わが国における HIV 感染妊婦への経腟分

娩の適応には、多くの課題が残る。国内のエイ

ズ診療拠点病院や周産期医療センターの現状

調査から、経腟分娩に対応できる医療体制は整

っていないと考えられる。さらにウイルス量の

良好なコントロールのもと欧米で推奨されて

いる経腟分娩の定義、血中ウイルス量を中心と

する適応基準、診療手順および緊急帝王切開へ

の移行基準などは、欧米においてもまちまちで

あり、決して明確とは言えない。したがって経

腟分娩をわが国に導入することにおいては、診

療現場の混乱を回避するために、HIV 感染妊娠

の経腟分娩における対応マニュアルなどの策

定が必要となる。 

７）若者を中心として、広く国民を対象とする

大規模な教育啓発活動が必要である。HIV 感染

や梅毒を中心とする性感染症と妊娠に関する

配布資料の作成など、教育啓発法の新規開発が

必要と考えられる。 

 

E.結論 

 HIV 感染妊娠の臨床的疫学的情報の継続的

な集積と解析、感染女性と出生児の長期的なフ

ォローアップ、HIV 感染妊娠への診療体制の整

備、「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン」

の改訂、HIV 感染妊娠に関する教育啓発法の開

発などの重要な課題が明らかとなった。 

 

F.健康危険情報 

特記事項なし 

 

G.研究業績 

著書 

1． 喜多恒和、石橋理子：C.周産期感染症の管理

－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖球菌

感染症．産婦人科感染症マニュアル、一般社

団法人日本産婦人科感染症学会/編、299-303、

金原出版、東京、2018 

2． 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司：C.周産期感

染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV 感染症．

産婦人科感染症マニュアル、一般社団法人日

本産婦人科感染症学会/編、304-312、金原出

版、東京、2018 

 

論文 

（欧文） 

1） Okuwa T, Sasaki Y, Matsuzaki Y, Himeda T, 

Yoshino N, Hongo S, Ohara Y, Muraki Y. The 
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epitope sequence of S16, a monoclonal 

antibody against influenza C virus 

hemagglutinin-esterase-fusion 

glycoprotein. Future 

Virol.12(3):93-101,2017. 

2） Chiba Y, Sato S, Itamochi H, Yoshino N, 

Fukagawa D, Kawamura H, Suga Y, 

Kojima-Chiba A, Muraki Y, Sugai T, 

Sugiyama T. Inhibition of Aurora Kinase A 
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